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○部門・分野別の温室効果ガス（CO2）排出量の経年変化
２．箕輪町のCO₂排出状況（1）
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部門・分野

平成21年度平成22年度平成23年度平成24年度
平成25年度
2013年度

平成26年度平成27年度平成28年度平成29年度平成30年度 令和元年度
令和2年度
2020年度

排出量
（千t-CO2)

排出量
（千t-CO2)

排出量
（千t-CO2)

排出量
（千t-CO2)

排出量
（千t-CO2)

排出量
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排出量
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排出量
（千t-CO2)

排出量
（千t-CO2)

排出量
（千t-CO2)

排出量
（千t-CO2)

合 計 211 216 218 224 227 213 207 201 194 188 175 167

産業部門 77 78 80 89 92 82 80 78 72 67 59 60

製造業 73 74 76 84 88 80 77 76 69 65 56 58

建設業・鉱業 1 1 2 2 1 1 1 1 1 1 1 1

農林水産業 3 3 2 2 2 1 2 2 1 1 1 2

業務その他部門 34 36 39 35 34 31 33 27 25 25 24 19

家庭部門 37 40 38 38 40 41 35 38 40 39 35 35

運輸部門 61 62 61 61 60 59 58 57 57 56 55 50

自動車 60 60 59 59 58 57 56 56 55 55 54 49

旅客 32 32 32 32 31 30 30 29 29 29 28 25

貨物 28 28 27 27 27 27 27 26 26 26 26 24

鉄道 1 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2

船舶 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

廃棄物分野（一般廃棄物） 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 2 2

環境省自治体排出量カルテ（箕輪町）より抜粋
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３．箕輪町のCO₂排出状況（2）
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○排出量の部門・分野別構成比 令和2年度（2020年度）

部門

2013年度
（H25）

構成比

2020年度
（R2）

構成比

2013年度比

排出量 排出量 排出量
増減率(千t-CO2) (千t-CO₂)

合 計 227 100% 167 100% -26%

産業部門 92 40% 60 36% -35%

製造業 88 39% 58 35% -34%

建設業・鉱業 1 1% 1 1% 0%

農林水産業 2 1% 2 1% 0%

業務その他部門 34 15% 19 12% -44%

家庭部門 40 18% 35 21% -13%

運輸部門 60 26% 50 30% -17%

自動車 58 26% 49 29% -16%

旅客 31 14% 25 15% -19%

貨物 27 12% 24 14% -11%

鉄道 2 1% 2 1% 0%

船舶 0 0% 0 0% 0%

廃棄物分野（一般廃棄物） 1 0% 2 1% 100%

〇地方公共団体の部門・分野別排出量（標準的手法）



４．箕輪町の森林吸収量の状況 ⻑野県林務部公表の森林データより算出
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③区域内のエネルギー需要に対する
再エネ導入ポテンシャル（電力）

５．箕輪町の再生可能エネルギー導入ポテンシャル 環境省 自治体排出量カルテより抜粋

太陽光発電

55%

中小水力発電

2%

太陽熱

3%

地中熱

40%

51 億MJ

太陽光発電 中小水力発電

太陽熱 地中熱

再生可能エネル
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①区域内の再生可能エネルギーの
導入ポテンシャル（熱量換算）

再エネ導入ポテンシャル 利用可能熱量 発電電力量

◆太陽光発電 － 779,076 MWh

建物系 － 221,131 MWh

土地系 － 557,945 MWh

◆風力発電 － 712 MWh

◆中小水力発電 － 24,949 MWh

河川 － 24,949 MWh

農業用水路 － 0 MWh

◆太陽熱 2 億MJ －

◆地中熱 21 億MJ －

再生可能エネルギー合計 22 億MJ 804,737 MWh
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②区域内の再生可能エネルギーの
導入ポテンシャル（内訳）

対消費電力再エネ導入
ポテンシャル比[％]

445.08

再エネ余剰量[MWh] 623,930

④区域のエネルギー需要と
再エネ導入ポテンシャル（電力）



６．これまでの取組経過
1997年(H9)3月 ・「箕輪町環境保全条例」制定

2000年(H12)3月 ・「箕輪町環境基本計画」策定。以降、2011（2次）、2017（3次）、2022年(4次)計画策定

2006年(H18)3月 ・エコアクション２１認証取得 ※2015年（H27）12月末で取り下げ

2016年(H28)3月 ・箕輪町環境マネジメントシステム「エコ活みのわ」開始
＝箕輪町地球温暖化対策実行計画（事務事業編）として位置づけ

2021年(R3)7月 ・地球温暖化対策に関するアンケート調査（町民向け・事業所向け）

2021年(R3)8月～ ・「ゼロカーボンみのわ」町民向け啓発キャンペーン（街頭啓発）の開催 R3年度11日間 R４年度10日間 延べ１万人に啓発

2021年（R3）7月
～
2022年（R4）3月

・箕輪町環境審議会の下部組織として箕輪町地球温暖化対策特別委員会による調査・研究を開始

⇒「地球温暖化対策アクションプラン2022・施策一覧・削減目標等」を箕輪町⻑へ報告

2022年(R4)3月 ・「箕輪町第５次振興計画（後期総合計画）」チャレンジ目標の一つに「箕輪町ゼロカーボンチャレンジ」を位置付け
⇒SDGｓが掲げる「誰一人取り残さない持続的な社会」を構築するため、エネルギーの地産地消等の取組を強化

2022年(R4)4月 ・住民環境課にゼロカーボン推進室を付置（兼務） R5年4月から総務課へ付置（職員3人）

2022年７月１日

・「箕輪町第4次環境基本計画」第４次を施行

・箕輪町地球温暖化対策実行計画（区域施策編）を施行
・同計画（事務事業編）の全面改定を施行

2022年７月３日 ・ゼロカーボンみのわ キックオフイベントを開催
・ゼロカーボンシティ宣言を行う

2022年７月
９月

・環境省地域脱炭素移行・再エネ推進交付金（重点対策加速化事業）の2次募集に応募
・同計画を環境省で受理
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特別委員会
総勢２４人
女性3割以上

住民代表

・消費者の会・衛生部長会

・町民（公募者含む）

事 業 者

・製造業（電子）・製造業（機械）・製造業（食品）

・運輸業（バス）・小売業（大手スーパー）・林業（森林組合）

有識者・県等

・県地球温暖化防止活動推進員

・県上伊那地域振興局環境廃棄物対策課

・伊那谷リサイクル研究会

オブザーバー

・信州大学

・支援：東京大学先端科学技術研究センター

など

町

総務課・企画振興課・健康推進課

・産業振興課・商工観光推進室・建設課

・事務局：住民環境課（ゼロカーボン推進室）

７．町地球温暖化対策特別委員会の構成
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部門
2013年度排出量

(ｔ-CO2)

2030年度排出
目標
(ｔ-CO2)

区分

産業部門 91,762 42,211 54%削減

業務その他部門 34,026 12,249 64%削減

家庭部門 40,495 17,818 56%削減

運輸部門 59,898 26,355 56%削減

廃棄物等 792 657 17%削減

合計 226,974 99,290 56%削減

森林吸収量を考
慮した実質排出量

208,285 83,205 60%削減

森林吸収量 18,689
16,085
(目標値)

部門別の削減目標

掲載URL:https://www.town.minowa.lg.jp/list/kankyo_zerocarbon.html

８．箕輪町地球温暖化対策実行計画（区域施策編） 町の削減目標

策定経過

R3.7 町地球温暖化対策特別委員会設置

5回開催

アクションプラン、施策の検討等

R4.3 町環境審議会へ計画を諮問

R4.6 町環境審議会から答申

R4.7.1 実行計画施行

7.3 ゼロカーボンシティ宣言

R4.9.22 重点対策加速化事業計画受理
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９．重点対策加速化事業等 整備イメージ（主要部）

文化センター

図書館

情報通信センター

太陽光

太陽光太陽光・蓄電池
（高効率空調：起債実施）

役場北側駐車場へ
ソーラーカーポート

蓄電池
（既設・増設太陽光）

太陽光・蓄電池

体育館

照明のLED化
（全施設）

地域新電力会社
（既設・町出資予定）

太陽光・蓄電池・
LED化

余剰電力
非FIT売電

小中学校6校
自営線

不足電力
再エネ買戻または
地域内活用へ

電力消費が安定的
にある温泉施設な
どはＰＰＡの活用

公用車充電設備
Ｖ２Ｘ

Ｖ２Ｘ
で放電

公用車ＥＶ化（43台）
公用車車庫へ太陽光

防災交流施設
ZEB新築

マイクロ
グリッド

自営線

自営線

自営線

自営線

太陽光
地中熱空調＋高効率空調
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2050ゼロカーボンみのわ 住民向け補助事業
令和５年度予算額：1億１千５２２万円

ゼロカーボンの実現に向けて家庭における取り組みを強力に推進します。このため太陽エネルギー活用による創エネと住宅の
断熱化による省エネ及びライフスタイルの変容を促し、ゼロカーボンにつながる新しい快適で豊かな暮らしと持続可能な地域社会
づくりを目指すとともに、災害時等における停電対策など地域防災力強化を図ることを目的に住民向け補助事業等を実施します。

１ 太陽光発電設備・蓄電設備・太陽熱設備の導入補助 ９１００万円

仕事

家庭のゼロカーボン推進

４つの取り組み

2030年度CO2 56％削減

３ ＥＶ・Ｖ２Ｈ導入補助 ２００万円

２ 住宅の断熱化推進補助 １４５０万円 ４ その他の取り組み ７７２万円

①ＥＶ・ＰＨＶの導入
〇ＥＶ購入者に対しての補助 10台 100万円

ＣＥＶ補助金の10分の1（上限10万円）
※任意により町と災害時連携協力協定（仮
称）を締結

②Ｖ２Ｈ充放電設備の導入
〇V2H導入者に対しての補助 10基 100万円

ＣＥＶ補助金の10分の1（上限10万円）

①太陽光発電設備・蓄電設備の導入（重点加速化事業分）
A：既存住宅に設置する太陽光発電設備 100件 5000万円

1kW当たり10万円（原則上限50万円）
B：定置型蓄電設備 50件 2100万円
既存住宅に設置し、Ａの太陽光発電設備と常時接続する蓄電設備

補助率3分の1 1kWh当たり6万円（上限42万円）

②太陽熱利用システムの導入（重点加速化事業分）
C：既存住宅に設置する太陽熱利用システム 30件 1800万円

補助率3分の2（上限60万円）

③蓄電設備の導入（町単分）（①-Bとの併用不可・県補助併用可）

D：既に太陽光発電設備が住宅に設置されており、蓄電設備
を設置するもの 4kWh以上のもの1件10万円 20件 200万円

①新築住宅をＺＥＨ化により建築
〇1件10万円 70件（新築住宅の7割） 700万円

②窓・ドアの改修
〇開口部（窓ガラス等）の単板ガラスを複層ガラスに替える工事
〇新たなサッシを設置して、二重サッシとする工事

③その他の改修
〇屋根、壁、床等に断熱材を設置する工事

②と③合わせて補助率2分の1（上限15万円）
50件 750万円

※国・県等の補助事業との併用可（ただし補助残の2分の1）

①健康ｅｅねポイント事業（継続）
○ゼロカーボンに資するeco（エコ）でethical（エシカル）な取り組み
に対して、みのちゃんポイントを付与します。 千円×500人 50万円

②もったいないキャンペーン＋の実施（継続）
〇住民の地球温暖化問題やゼロカーボンの取り組みへの意識等の向上を図
り、一人ひとりがゼロカーボンに取り組んでもらえるよう、継続的な街頭啓発活
動を実施します。また太陽エネルギーの導入促進に向けて講演会等を開催し

ます。 502万円

③住宅用ＰＰＡ導入推進協力金
〇ＰＰＡにより住宅へ太陽光発電設備を導入1件1万円 20件20万円

④ペレットストーブの導入補助 10件（上限20万円）200万円

出典：ニチコン（株）HP

停電時イメージ

※①②とも国・県等の補助事業との併用可

１０．令和5年度 住民の皆様向け町の補助事業
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文化センター

図書館

情報通信センター

太陽光
蓄電池

太陽光（要：屋
根改修）

太陽光・蓄電池
（高効率空調：起債実施）

役場北側駐車場へ
ソーラーカーポート

EV車導入
公用車車庫へ太陽光

公用車充電設備
Ｖ２Ｈ

蓄電池
（既設・増設太陽光）

太陽光・蓄電池

体育館

自営線

照明のLED化
（全施設）

太陽光・蓄電池・
LED化

余剰電力
非FIT・卒FIT

小中学校6校
自営線 その他の施設につ

いてもＰＰＡの活用
等も視野に同様に
整備

Ｖ２Ｈ
で放電

要 駐車場・
車庫屋根改

修

防災交流施設
ZEB新築

太陽光・蓄電池
地中熱空調

自営線

自営線

マイクロ
グリッド

Ｖ２Ｈ
で充放電

1

自営線

事 業 者
公共施設

家 庭
公共施設
太陽光発電

不足電力
再エネ買戻
再エネ供給

電力の地産地消・自給率の向上・地域内経済循環等を住
民・事業者・行政等が連携して取り組むことはできない
か・・・。
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地域新電力会社

１１．地域ぐるみでゼロカーボン推進


